
第
１
次
国
土
強
靱
化
実
施
中
期
計
画

決
定
、
規
模
は
積
み
上
げ
も
（
政
府
）

政
府
は
閣
議
で
「
第
１
次
国
土
強

靱
化
実
施
中
期
計
画
」
を
決
定
し
た
。

26
～
30
年
度
の
５
カ
年
を
事
業
期

間
と
し
、
実
施
す
べ
き
３
２
６
施
策

と
推
進
が
特
に
必
要
な
１
１
４
施
策

を
示
し
た
。

事
業
規
模
は
「
お
お
む
ね
20
兆
円

強
程
度
」
と
し
、
資
材
価
格
や
人
件

費
の
高
騰
を
毎
年
の
予
算
編
成
で

「
適
切
に
反
映
す
る
」
と
し
た
ほ
か
、

災
害
発
生
な
ど
に
応
じ
て
「
機
動
的

・
弾
力
的
に
対
応
」
す
る
と
も
明
記
。

政
府
・
与
党
内
に
は
「
20
兆
円
強

は
最
低
水
準
。
規
模
は
毎
年
積
み
上

げ
る
」
と
の
見
方
も
あ
る
。

３
Ｄ
モ
デ
ル
の
契
約
図
書
活
用
ー
27

年
度
以
降
に
本
格
導
入

（
国
交
省
）

国
交
省
は
、
直
轄
土
木
の
設
計
段

階
で
作
成
し
た
３
次
元
モ
デ
ル
を
工

事
契
約
図
書
と
し
て
活
用
す
る
取
組

み
を
27
年
度
以
降
に
本
格
導
入
す
る
。

２
次
元
図
面
と
３
次
元
モ
デ
ル
の

双
方
を
扱
う
こ
と
で
生
じ
る
非
効
率

な
作
業
を
な
く
し
、
生
産
性
の
向
上

に
つ
な
げ
る
。

本
格
導
入
に
先
立
ち
25
年
度
に
試

行
工
事
を
実
施
し
、
３
次
元
モ
デ
ル

を
契
約
図
書
と
し
て
活
用
す
る
場
合

の
課
題
と
、
削
減
で
き
る
２
次
元
図

面
を
抽
出
す
る
。

設
計
段
階
で
３
次
元
モ
デ
ル
を
作

成
し
て
い
る
１
０
０
件
程
度
の
工
事

で
試
行
を
見
込
む
。

26
年
度
は
さ
ら
に
試
行
件
数
を
増

や
し
、
成
果
を
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
ま

と
め
る
。

市
長
部
局
の
平
均
落
札
率
91
・
03
％

落
札
件
数
は
７
６
３
件

（
仙
台
市
）

仙
台
市
は
、
24
年
度
の
工
事
契
約

落
札
率
の
速
報
値
を
公
表
し
た
。

特
命
随
意
契
約
を
除
く
市
長
部
局

の
平
均
落
札
率
は
、
91
・
03
％
と
な
っ

た
。
前
年
度
比
０
・
43
ｐ
の
微
減
だ
っ

た
が
、
辛
く
も
14
年
連
続
で
90
％
台

を
維
持
し
た
。

落
札
件
数
は
計
７
６
３
件
だ
っ
た
。

入
札
方
式
別
の
落
札
件
数
は
、
制
限

付
き
一
般
競
争
入
札
が
計
６
４
１
件
。

落
札
率
は
91
・
13
％
で
、
０
・
50
ｐ

減
少
し
た
。

Ｗ
Ｔ
Ｏ
対
象
の
一
般
競
争
入
札
は

４
件
で
、
こ
の
う
ち
建
築
２
件
の
落

札
率
は
99
・
80
％
。
１
件
ず
つ
開
札

し
た
電
気
と
設
備
は
、
落
札
率
が
と

も
に
１
０
０
％
だ
っ
た
。

指
名
競
争
入
札
は
計
118
件
。
落
札

率
は
89
・
95
％
と
な
り
、
０
・
58
ｐ

減
少
し
た
。

工
事
種
別
ご
と
の
落
札
率
は
、
土

木
（
４
５
１
件
）
が
88
・
98
％
、
建

築
（
82
件
）
95
・
04
％
、
電
気
（
１

３
３
件
）
92
・
79
％
、
機
械
（
97
件
）

98
・
15
％
と
な
っ
た
。

25
年
内
に
建
機
の
遠
隔
施
工
の
安
全

義
務
検
討

（
厚
労
省
）

政
府
は
、
規
制
改
革
実
施
計
画
を

閣
議
決
定
し
た
。

建
設
分
野
で
は
、
厚
労
省
が
25
年

内
に
建
機
の
遠
隔
・
自
律
施
工
に
求

め
ら
れ
る
法
令
上
の
安
全
義
務
や
技

能
要
件
に
つ
い
て
検
討
会
を
設
置
し

て
議
論
す
る
。

検
討
会
で
は
、
機
械
の
使
用
が
想

定
さ
れ
る
具
体
的
な
作
業
ご
と
の
実

態
を
把
握
し
た
上
で
、
安
全
義
務
や

技
能
要
件
、
機
械
の
技
術
水
準
な
ど

の
検
討
項
目
を
整
理
す
る
。

厚
労
省
は
検
討
会
の
成
果
を
踏
ま

え
、
安
衛
法
関
係
法
令
に
安
全
義
務

や
技
能
要
件
を
明
記
す
る
な
ど
の
措

置
を
検
討
す
る
。

そ
れ
ま
で
の
間
は
労
働
基
準
監
督

署
ご
と
に
異
な
る
判
断
が
生
じ
な
い

よ
う
本
省
に
照
会
す
る
な
ど
の
策
を

講
じ
る
。

ま
た
、
建
設
業
法
に
定
め
る
建
設

工
事
請
負
契
約
で
義
務
付
け
る
署
名

や
記
名
押
印
に
つ
い
て
、
国
土
交
通

省
で
見
直
し
を
検
討
し
、
２
５
年
度

上
期
に
措
置
す
る
。

群
マ
ネ
手
引
き
骨
子
案
、
導
入
の
標

準
手
順
解
説

（
国
交
省
）

国
交
省
は
、
地
域
イ
ン
フ
ラ
群
再

生
戦
略
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
群
マ
ネ
）

の
導
入
を
促
す
自
治
体
向
け
手
引
き

の
骨
子
案
を
ま
と
め
た
。

群
マ
ネ
導
入
の
標
準
的
な
手
順
や

長
寿
命
化
計
画
な
ど
へ
の
記
載
方
法

を
解
説
し
、
自
治
体
の
主
体
的
な
取

り
組
み
を
後
押
し
す
る
。

全
自
治
体
の
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
の
実
態
に
関
し
デ
ー
タ
を
公
開

し
て
危
機
意
識
の
共
有
に
つ
な
げ
る
。

手
引
き
で
は
、
複
数
自
治
体
で
イ

ン
フ
ラ
を
管
理
す
る
「
広
域
連
携
」

や
、
異
な
る
分
野
の
イ
ン
フ
ラ
を
束

ね
て
管
理
す
る
「
多
分
野
連
携
」
の

取
り
組
み
を
軸
に
解
説
す
る
。

事
業
者
や
技
術
者
の
連
携
と
い
っ

た
広
義
の
群
マ
ネ
の
取
り
組
み
も
盛

り
込
む
。

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
能
力
評
価
の
申
請
手
数
料
ー

25
年
度
末
ま
で
全
額
支
援（
振
興
基
金）

建
設
業
振
興
基
金
は
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ

の
能
力
評
価
の
申
請
手
数
料
全
額
支

援
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
８
月
１
日
か
ら

26
年
３
月
31
日
ま
で
展
開
す
る
。

能
力
評
価
に
か
か
る
費
用
を
実
質

無
料
化
す
る
こ
と
で
、
一
層
の
普
及

に
弾
み
を
付
け
る
。

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
登
録
技
能
者
が
期
間
内

に
能
力
評
価
を
申
請
す
る
際
、
建
設

技
能
者
能
力
評
価
制
度
推
進
協
議
会

に
支
払
う
手
数
料
４
、
０
０
０
円

（
技
能
者
登
録
と
同
時
申
し
込
み
の

場
合
は
３
、
０
０
０
円
）
を
基
金
が

全
額
支
援
す
る
。

対
象
は
能
力
評
価
の
申
請
が
可
能

な
詳
細
型
の
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
登
録
技
能
者
。

能
力
評
価
実
施
団
体
へ
の
申
請
時
に

手
数
料
支
払
い
証
明
書
の
添
付
が
不

要
と
な
る
。

東
北
６
県
７
社
が
共
同
出
資
会
社

広
域
連
携
で
経
営
資
源
を
最
適
化

東
北
６
県
の
地
域
建
設
会
社
７
社

と
み
ず
ほ
銀
行
は
、
共
同
出
資
の
新

会
社
「
東
北
ア
ラ
イ
ア
ン
ス
建
設
」

を
設
立
す
る
。

広
域
で
連
携
し
て
経
営
資
源
の
最

適
化
や
人
材
不
足
、
技
術
的
制
約
に

対
処
す
る
。

新
会
社
は
、
７
社
が
集
結
す
る
こ

と
で
、
経
営
資
源
や
ノ
ウ
ハ
ウ
、
技

術
を
お
互
い
に
補
完
し
合
い
、
新
た

な
受
注
体
制
の
構
築
や
雇
用
創
出
・

安
定
、
企
業
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ

る
域
内
経
済
の
循
環
促
進
な
ど
に
つ

な
げ
た
い
考
え
。

デ
ジ
タ
ル
化
と
Ｄ
Ｘ
も
重
要
な
戦

略
課
題
に
位
置
付
け
、
業
務
効
率
化

や
コ
ス
ト
削
減
を
進
め
る
。
災
害
対

応
の
強
化
も
重
要
な
取
り
組
み
に
据

え
る
。

み
ず
ほ
銀
行
は
、
法
人
顧
客
の
価

値
共
創
に
投
資
す
る
独
自
の
投
資
枠

「
価
値
共
創
投
資
枠
」
を
活
用
し
、

新
会
社
の
取
り
組
み
を
支
援
す
る
。

25
年
度
定
時
総
会
ー
地
域
建
設
業
の

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
を
後
押
し

（
全
建
）

全
建
は
、
25
年
度
定
時
総
会
を
開

き
、
前
年
度
決
算
を
承
認
す
る
と
と

も
に
本
年
度
の
事
業
計
画
や
収
支
予

算
を
報
告
し
た
。

本
年
度
は
技
能
者
の
賃
上
げ
な
ど

に
向
け
た
定
期
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
や
、
国
の
補
助
金
事
業
を
活
用
し

た
地
域
建
設
業
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
を
後
押

し
、
女
性
活
躍
・
定
着
促
進
に
向
け

た
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

も
作
成
し
会
員
に
周
知
す
る
。

事
業
計
画
に
重
点
７
項
目
ー
25
年
度

総
会
で
議
決

（
東
北
建
協
連
）

東
北
建
協
連
は
、
25
年
度
定
時
総

会
を
開
催
し
た
。

７
つ
の
重
点
事
項
を
盛
り
込
ん
だ

本
年
度
の
事
業
計
画
を
決
め
た
ほ
か
、

任
期
満
了
に
伴
う
役
員
改
選
を
行
い
、

千
葉
会
長
と
副
会
長
５
人
全
員
の
再

任
が
決
ま
っ
た
。

主
な
動
き

▼
燃
費
基
準
達
成
の
建
機
使
用
原
則

化
ー
現
行
基
準
認
定
型
式
も
容
認
・

Ｇ
Ｘ
建
機
も
対
象
に

（
国
交
省
）

▼
テ
ッ
ク
フ
ォ
ー
ス
に
民
間
人
材
活

用
ー
体
制
強
化
へ
新
制
度
・
現
地
で

の
活
動
範
囲
な
ど
拡
大

（
国
交
省
）

▼
砂
防
堰
堤
に
Ｂ
Ｉ
Ｍ
／
Ｃ
Ｉ
Ｍ
積

算
試
行
拡
大

（
国
交
省
）

▼
自
治
体
独
自
の
歩
掛
設
定

要
望

受
け
実
態
調
査
実
施

（
国
交
省
）

▼
第
３
次
全
国
統
一
指
標
ー
繁
忙
期

の
緩
和
に
地
域
目
標

（
国
交
省
）

▼
重
層
下
請
け
の
調
査
開
始
ー
し
わ

寄
せ
・
非
効
率
を
把
握

（
国
交
省
）

▼
建
設
業
の
24
年
熱
中
症
災
害
ー
死

傷
２
２
８
人
、
死
亡
は
10
人
（
厚
労
省
）

▼
白
石
工
業
高
の
土
木
学
科
新
設
ー

新
実
習
棟
の
早
期
完
成
を
要
望

（
宮
城
県
議
会
）

▼
労
務
費
上
昇
、
適
切
に
転
嫁
へ
ー

「
お
そ
れ
情
報
」
で
通
知
書
活
用
（
全
建
）

▼
６
か
月
間
、
退
職
金
電
子
ポ
イ
ン

ト
利
用
で
最
大
５
％
還
元
（
建
退
協
）

研
修

10
日

仮
設
構
造
物
設
計
・
施
工
研
修

監
理
技
術
者
講
習

18
日

宮
城
県
建
設
産
業
会
館
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